
2025 年度 事業報告書 

（2025 年 4 月 1 日から 2026 年 3 月 31 日） 

Ⅰ はじめに 

 2025 年度の事業活動は、事業計画書に沿って概ね計画どおり遂行することができた。一方で、

重点取組みとして掲げていた関係諸機関との連携については、一定の成果があったものの、引

き続き取り組む必要がある。収支面では、事業収益計画 393 百万円に対し約 438 百万円となり、

計画比 111.4％、前年対比 103.5％（＋15 百万円）と堅調に推移した。 

正味財産増減計算書の経常収益は 466 百万円、経常費用 471 百万円、当期経常増減額（評価損

等調整前）は▲5.8 百万円、当期末正味財産残高は 797 百万となった。 

  

  

Ⅱ 公益目的事業の活動成果 

男女共同参画社会の形成その他のより良い社会の形成の推進を目的としている 

 

【事業共通】 

１．関係諸機関等との連携 

 地方自治体や大阪市企業人権推進協議会等との連携を中心に中小・中堅企業向けにセミナー

を実施した。 

  ・地方自治体より委託を受け、「中小企業のための選ばれる職場のつくり方」セミナー 

  ・大阪市企業人権推進協議会と連携し、セミナー（12 回、DEI、ハラスメント防止） 

  ・京都工業会会員企業向け「女性活躍推進懇話会」アドバイザー 

  ・関西くらしの商工協同組合員向け「ハラスメント防止研修」 

  ・経団連主催「地方・業種団体連絡会」にて共催セミナー開催のご提案 

２．財団ウェブサイトの刷新 

財団の基盤拡充につながるウェブサイト刷新については、2026 年 4 月 7 日に新サイトを公開

し、情報発信機能の強化と利用者の利便性向上を図った。 

 

【セミナー・研修】 

１．公開セミナー 

1 名から受講でき、3 つの研修形態（対面・オンライン・汎用動画視聴）で実施しており、全

国どこからでも受講できる環境を整えている。 

 

（1）ダイバーシティ推進 

 ダイバーシティ推進に着手する中堅・中小企業のダイバーシティ推進担当者・人事担当者

向けにセミナーを 2 回開催した。また、個人単位でいつでも受講できる動画セミナーとして、

4 つのプログラムを提供した。 

 



（2）ハラスメント防止分野 

相談担当者研修は、オンラインと対面方式を組み合わせて計 37 回実施し、受講者数合計 858

名（前年度 882 名）であった（オンライン 22 回、対面型 15 回）。公開セミナー体系図を活用

して、ベーシック編の受講者にはステップアップに向けた上級編のセミナーを案内し、受講

を促すとともに、各講座の内容を踏まえてハラスメント防止コンサルタントなど専門家への

周知・広報に努めた。 

また、ハラスメントの事後対応等について弁護士が対話型で講義を行う「ハラスメントリス

クマネジメント特別講座」については、早期の周知を図ることにより、前年度を上回る 14 名

の受講者を得た。 

 

２．オーダーメイド研修 

(1) 受注確保、拡大策 

①ダイバーシティ推進分野 

研修テーマや深度についての顧客要望の多様化に対応し、また財団実施の各種調査結果や

各部との連携により得られた知見等も活かして研修内容のブラッシュアップを継続した結果、

顧客のアンケート結果では昨年同様おおむね高評価を得た。 

研修テーマのニーズは依然として「女性社員向けのリーダーシップ研修」が堅調で、加えて女

性部下を育成する管理職を対象とした研修や、介護等との両立支援、女性の健康支援、男性育

休取得者増加を背景とした両立を支え合う職場づくりのニーズが増加し、特に女性部下育成

の研修のコンテンツについては意識啓発的な要素からダイバーシティ推進の実務的なスキル

習得を目的するものへ要望の移行が見られた。これらの傾向をふまえ、直近 3 年間に委嘱し

た新任講師とのコラボデモセミナーの企画では、講師から研修テーマを募った中から、2025

年度は「部下育成力強化セミナー」を採用した。 

関西では、時宜にかなったテーマを選定してデモセミナーを 10 回開催し、うち 3 回は、経済

団体等と共催し、共催機関の広報を通じて新たな企業の参加を得た。また、経営層と管理職、

上司と女性社員、メンターとメンティー等、組織の課題や対象者の役割に応じた多様なプロ

グラムを組み合わせて実施したことにより、各社から高い評価を得た。 

これら活動の結果、年間 257 回の研修を受注し、17,231 名が受講した（本部：120 回、12,294

名、関西：137 回、4,937 名） 

 

②ハラスメント防止分野 

2026 年 10 月からの「カスタマーハラスメント対策義務化」に向けて、カスタマーハラス

メント対策研修をメニュー化し、研修の内容や雰囲気を短時間で体験いただけるサンプル動

画を制作し、ホームページ上に公開するとともに、企業から提供された事例をロールプレイ

として作り込むなどして工夫を重ね、参加者から高い満足度を得た。 

こうした時宜にかなったテーマでの研修を体験いただくため、「カスタマーハラスメント対策」

に加え、「ジェネレーションギャップから考えるアンコンシャスハラスメント®防止」などのテ



ーマでデモセミナーを開催し、参加者から高い評価を得た。また、従来のハラスメント防止研

修に、ハラスメントを見過ごすことなく、周囲が適切に介入することでハラスメント抑止を

図る「アクティブバイスタンダー」や相手を傷つけようとする明確な意思はなくても、職場の

安全性を脅かす「インシビリティ」などの新たな視点を取り入れ、より実践的なプログラムと

して再構築した。 

これら活動の結果、年間 477 回の研修を受注し、36,934 名が受講した（本部：290 回、19,130

名、関西：187 回、17,804 名）。 

 

(2) サービス品質を支える講師向け施策 

7 月に「カスハラ防止オーダーメイド研修対応について」(講師:藤本かずみ氏)及び「IT 技

術職の働き方調査・DEI 調査結果の研修への活用」の２テーマで講師向け研修会を実施する

とともに、講師ポータルサイトを活用して、良質な研修の提供に資する情報提供に努めた。 

また、新任講師として、ハラスメント防止講師 3 名を新たに委嘱した。 

 

３．会員制プログラム 

(1)女性活躍サポート・フォーラム （会員企業数：108 社） 

2019 年度から増加傾向だった新規入会企業が減少、また各社の DEI 推進戦略・女性社員研

修の見直し等により休退会が増加し、会員企業数は昨年度より 5 社減の 108 社となった。計

画通り以下①～④の 4 つのプログラムをセットにして、年間を通して会員企業に提供した。

研修形態は、2025 年度も全プログラムでオンライン参加を可能としながら、希望者には会場

でも参加できる機会を各プログラム年間 1～4 回設定した。また、受講生同士のネットワーク

構築を促進するために、受講者名簿や自己紹介シートの配布をはじめ、毎回組合せを変更し

た討議グループの設定、オンラインまたは会場での交流の機会を適時提供するなど工夫した。 

 2007 年のフォーラム開設以来、初めてリニューアルした「会員限定サイト」は、4 月前半

に会員企業窓口担当者向けの説明会を開催した結果、各種問合せ等も減少し、事務局業務の

効率化が実現した。また受講前後の必要情報提供の一元化や出欠・レポート提出状況確認の

簡易化など、会員企業利便性向上にも寄与した。 

 

① DEI 推進責任者会議（企業の人事・ダイバーシティ推進責任者対象） 

会員企業の DEI 推進の取組みの参考となるような“半歩先”のテーマを取り上げることを

方針とし、学識経験者による「組織文化」「ジェンダー平等における世界の潮流」「男女間格

差解消による幸福度」「第六次男女共同参画行動計画」に関する講演、うち 2 回は講演後に

参加者による意見交換を実施し、また 2025 年に発表した財団実施の大型調査「IT 技術職

の働き方(男女比較)」に関する報告および企業事例発表、DEI 推進診断表報告、計 6 回を

オンライン開催した。経営者講演の回は、初めて大阪会場で、対面とオンラインのハイブリ

ッド開催を実施し、関西企業の方を中心に会場参加いただき、終了後は対面交流会を開催し

た。 



DEI 推進責任者会議全 7 回で、延べ約 800 名の参加者を得て、満足度は年間平均 98％と非

常に高くなった。 

 

② 女性のためのエンパワーメント２１世紀塾 

これから管理職を目指す女性社員を対象とし、１年間固定メンバーで開催。当年度は全国

の勤務地から 255 名（前年度 263 名）が参加した。 

内容は前年度同様、動機づけ、課長職、部長職、役員それぞれを招聘したロールモデル講演

と受講者同士の討議をセットとしたプログラム、2 種類のビジネススキル研修、1 年間の学

びを振り返る機会といった内容で、計 9 回開催した。勤務地や時短勤務等の制約があって

も無理なく参加できるよう、今年度も全回オンライン開催を設定しつつ、希望者には会場で

も参加できるよう、初回と最終回をハイブリッド開催、ビジネススキル研修は東京／大阪会

場で各 1 回開催した。昨年以上に会場参加希望者が増え、最終回は受講生の約 7 割が会場

参加し、例年より大きな会場を用意し受け入れた。 

年間の主な活動を共にするグループは密に交流ができるよう 1 グループ 21～22 名で編成

し、組み合わせにも配慮して討議の活発化を促した。1 年間の学びの振り返りでは、グルー

プ毎に 1 日の討議のみで成果報告書を作成、最終回で各代表者が発表した。これら取組の

結果、「参加して良かった」の回答は 95％、「プログラム参加によって意識変革があった」

は 97%となった。 

 

③ 女性管理職研修 

受講生が、管理職として高い視座を持って主体的に活躍していただくことを目的として

いる２日間研修。今年度より東京大学名誉教授/中央大学大学院戦略経営研究科 フェロー 

佐藤博樹氏、中央大学大学院戦略経営科教授島貫智行氏、同教授高村静氏を講師に迎え、東

京・大阪会場での対面形式 3 回、オンライン 1 回の全 4 回開催した。 

各会員企業より選出された 72 社 205 名（前年度 210 名）の女性管理職が参加し、各回１日

目講義終了後には、希望者が自由に交流できる場を提供し、受講者同士のネットワーク形成

を促進した。研修を受講し「現在または今後の業務に役立つ」と回答した受講者割合は、

98%となった。 

また、研修回以外に自由参加の「全回共通交流会」を、会場とオンラインのハイブリッド

で 2 月に開催し、計 4 回の受講者から希望者 102 名(前年 82 名)が参加。女性役員によるロ

ールモデル講演・グループディスカッションを行い、終了後は講師も交えた交流会を会場・

オンラインそれぞれで開催。研修の参加回を超えて、受講生同士幅広い交流を図った。この

全回共通交流会に参加して「良かった」との回答は 98％を得た。 

 

④ これからの仕事と生き方を考える I.M.T.（It’s My Turn）セミナー 

40～50 代の非管理職女性社員を対象に、企業内でいっそう活躍していただくと共に、社

外ネットワーク構築を図ることを目的としたプログラムとして 2020 年度から開始。2025



年 10 月から 2026 年 2 月にかけて月 1 回ペース、全 6 回開催した。 

今年度は 68 名(前年度 72 名)が参加し、ワークを伴ったキャリアデザイン研修、同世代の

ロールモデルによるパネルディスカッションはオンライン開催で、女性医療のパイオニア

医師による「女性のキャリアと健康」講演は都内会場でハイブリッド開催した。受講者のネ

ットワークづくり機会の提供にも工夫し、うち 2 回は小グループでのテーマ設定等をした

オンライン交流会、ハイブリッド開催時は講演終了後に会場で交流会を開催し、会場受講者

の 9 割以上が参加した。プログラムについて満足と答えた受講者は 99%を超えた。 

 

(2)女性部長のための Next Step Forum 

役員候補者の育成支援を目的に、企業推薦の女性部長クラスを対象としたフォーラム。 

2025 年度は第 12 期を迎え、19 社 19 名(前年度 22 社 22 名)が参加。直近の受講者の要望等

を鑑み、開催時間を前倒し、19～20 時過ぎまでに終了するよう設定変更し、年間 10 回平日、

都内会場にて開催、遠方勤務地の参加をしやすくした。引き続き、日本を代表する企業でトッ

プを務めた講師や学識経験者による講義と討議、女性役員や社外取締役経験者を迎えたパネ

ルディスカッションを通じ、経営を担う意思と意欲を育み、異業種のネットワークを構築し、

相互に成長できる環境を提供した。 

2014 年度の開設以来、のべ 55 社、244 名が参加し、執行役員以上への昇格者は参加者の 38%

を超える、95 名となった。 

 

4．「21 世紀職業財団認定ハラスメント防止コンサルタント®」養成講座・認定試験・資格更新 

(1) 養成講座・認定試験 

養成講座は、字幕付きのオンデマンド動画配信で開催し、受講者数は 537 名であった(前年

度 253 名)。認定試験は、厚生労働省後援の下、仙台、東京、大阪、広島、愛知（新設）、福岡

（新設）の 6 地域に受験会場を設置し、受験者数は 628 名(前年度 324 名)であった。 

広報活動は、前年度に引き続き、全国の都道府県社会保険労務士会、産業カウンセラー協

会、中央労働災害防止協会、日本労働安全衛生コンサルタント会、ACCN 等に会員向け広報

を依頼したほか、個別企業を訪問し、ハラスメント防止や事後対応に携わる人事担当者や現

場管理職にとって有用な資格であることを PR した。 

また、財団の HP、SNS（X）などデジタル媒体を利用した広報も引き続き実施した。 

 

(2）認定ハラスメント防止コンサルタントの資格更新 

資格（2 年間有効）更新のための更新研修をオンデマンド動画配信で実施し、379 名（前年

度 323 名）が受講した。 

2025 年度末時点でハラスメント防止コンサルタント資格保持者は 934 名（前年度より 99 名

増加）である。 

 

  



【相談・助言事業】 

５．コンサルティング 

■ダイバーシティ推進分野 

無料セミナーの実施やメールニュース等の発信による顧客の掘り起し、見積もり依頼時の

丁寧な対応などを通じて、７件の新規受注（本部 7 件）を含み、計 14 件（本部 10 件、関西

４件）の受注を得た。また、コンサルティングの受注からオーダーメイド研修の受注やサポー

ト・フォーラムの入会につながった企業は 4 社（本部 3 社、関西 1 社）であった。 

①本部ではリピーター企業からの受注が 5 件とこれまでの取組みが評価されている結果と

いえる。 

・大手企業でダイバーシティ推進調査の分析と提言を実施 

・同業者団体の会員企業向け情報誌に毎月法改正情報を掲載。年２回の「柔軟な働き方と

男性の育児休業取得促進」に関する企業情報を提供 

・大手企業で調査結果をコンプライアンス委員会にて経営層へ報告。提言を実施。 

その後、拠点長へ同様に調査結果の説明と提言を行い自組織の課題認識と今後の取組

みについて検討する機会が提供された。 

 

②「DE＆Ｉ推進状況調査の注目すべき主な結果」と「業種別主な取り組み案」をテーマに、

無料セミナーを実施。32 名の参加があり、うち 1 件は受注につながった。 

より多くの方に財団の調査・コンサルティング事業を知っていただく機会になったほか、

ダイバーシティとハラスメントの関係等、企業にとって喫緊の課題である旬な情報を届

けることができた。 

 

③関西では、リピーター企業から DE＆I やエンゲージメントに関する従業員意識調査 

を継続して受注した。 

 

■ハラスメント防止分野  

顧客の多様なニーズに応えるために 7 つのプログラムを展開し、利用延べ顧客数は 23 社

（本部：16 社、関西：７社）となった。このうち、従業員意識調査では、カスタマーハラス

メント対策義務化に向けた企業の取組を支援するため、カスタマーハラスメントにテーマを

絞った詳細調査を設計・実施するとともに、従来の調査項目に加えてカスタマーハラスメン

トに関する設問を新設した調査を行い、課題を可視化した上で取組み策を提案したことによ

り、新たな対策支援へと展開した。 

また、ハラスメント行為者等が自身の認知や言動の問題点を認識し、考え方や行動の変容に

取り組むことで、加害行為の繰り返しを防ぐとともに、適切な形で能力を発揮できるよう専

門家が支援する「行為者対応プログラム」を 8 件実施した。 

  



６．ハラスメント社外相談窓口サービス事業（含む公益通報社外受付窓口サービス） 

相談窓口契約企業数は 191 社（前年度 183 社）で、相談件数は 953 件（前年度 787 件）、

公益通報窓口契約企業数は 24 社（前年度 12 社）であった。 

また、契約企業担当者の利便性向上と相談受付業務の効率化等を図るため、相談受付システ

ム等を改修し、2026 年 3 月 24 日より新システムに移行した。 

 

【情報提供事業】 

７．図書等刊行事業 

(1)既存図書・ポスターの見直し 

既存の図書の「13 のｹｰｽから学ぶ職場のセクハラ問題解決事例集 」の見直しを行い、新た

に「そのハラスメント、どう対応する？ 事例とコラムで学ぶ職場の判断と防止策」として、

2026 年 2 月より販売を開始した。 

また、「ＳＴＯＰハラスメント」ポスターについてはデジタル版を作成し、2025 年４月より販

売を開始した。 

(2)既存教材のデジタル化の検討 

 既存教材のデジタル化については、受講者等のニーズに合っているかも含めて検討を行っ

ており、今後も引き続き検討を進める。 

 

【社会貢献活動】 

１．調査・研究 

(1)調査結果に関する発表、講演、寄稿、取材等 

①「IT 技術職における女性活躍推進に関する調査研究」 

情報労連、日本情報システム・ユーザー協会へ報告書の説明を実施。また浩志会、IDEA

イニシアチブ、経済産業研究所、日本キャリアデザイン学会、日本情報システム・ユーザー

協会、女性ビジネスリーダー研究会、日本人材マネジメント協会、ワークライフキャリア研

究科等で研究結果の発表や講演などを行い、財団及び調査の結果を広めた。その他、多数の

報告書等に調査研究結果が引用された。また日本経済新聞、読売新聞等の紙面に記事が掲載

された。 

 

 ②DEI 推進状況調査 

国立女性教育会館より本調査結果が発表され、労働新聞、日経 woman、日経ＢＰ等多数

のメディア等に掲載された。 

 

２．シンポジウム開催 

財団の認知度向上を図ることに加え、社会的課題について広く発信することを目的に実施

している。今年度は初めてハラスメント領域のテーマを含め、計画通り 2 回のシンポジウム

を開催し、ウェブサイトで基調講演、パネルディスカッションの詳細について公表した。 



 

 

３．明日のビジネスを担う女性たちの全国交流会 

 働く女性のキャリア形成やモチベーション向上、ネットワーキングを目的に、「明日のビジ

ネスを担う女性たちの交流会」を大阪市（9 月９日・参加者 160 名）で公益社団法人関西経済

連合会、大阪商工会議所、関西女性活躍推進フォーラムと連携してオンラインで開催した。働

く女性のロールモデルとなる関西圏企業の役員をパネリストとして迎え、仕事で成長できた

実感や、どのような思いで役員にチャレンジしたのかなど具体的なエピソードを熱く語って

いただき、参加者からは、モチベーションが上がった、一歩先のキャリアに進むためのエネル

ギーをもらった等の声が寄せられた。 

 

 

Ⅲ．財団運営   

 

1. 理事会・評議員会等 

2025 年度の開催は下表のとおりである。 

会議の通算回数 

開催日（または決議

成立または報告同意

の日）及び場所 

 

出席者数等 

 

議題 

第 50 回理事会 

 

2025 年 6 月 5 日 

 

ハイブリッド会議 

（会場、オンライン） 

理事総数 10 名 

定足数 6 名 

理事出席 10 名 

監事出席１名 

＜決議事項＞ 

・2024 年度事業報告の承認 

・2024 年度計算関係書類等の承認 

・Web サイトリニューアルに伴う費用支出に

ついて 

・定時評議員会の招集 

＜報告事項＞ 

・財務に関する公益認定の基準の適合 

第 27 回評議員会 

 

2025 年 6 月 26 日 

 

ハイブリッド会議 

評議員総数 10 名 

定足数 6 名 

評議員出席 6 名 

理事出席 2 名 

監事出席 1 名 

＜決議事項＞ 

・評議員の選任 

・理事の選任 

・2024 年度計算関係書類等の承認 

＜報告事項＞ 

テーマ 実施日 参加者数

1
男女雇用機会均等法成立40周年

～日本社会のこれまでとこれから～
5月16日

約360名

（アーカイブ配信無し）

2
企業のハラスメント防止

～発生メカニズム・対策を学ぶ～
2月20日

約800名

（アーカイブ配信含む）



（会場、オンライン） ・2024 年度事業報告 

・財務に関する公益認定の基準の適合 

第 51 回理事会 

 

2025 年 6 月 30 日 

 

定款第 37 条の規定

に基づく決議の省略

（書面又は電磁的記

録による同意）の方

法による 

理事総数 10 名 

監事総数１名 

全員の同意 

＜決議事項＞ 

・代表理事の選定 

・代表理事の報酬額を決定する件 

・特別顧問の委嘱 

 

第 52 回理事会 

 

2025 年 10 月 20 日 

 

ハイブリッド会議 

（会場、オンライン） 

理事総数 9 名 

定足数 5 名 

理事出席 8 名 

監事出席１名 

 

＜決議事項＞ 

・評議員会の招集 

＜報告事項＞ 

・定款第３４条第３項基づく職務の執行状況

の報告（上半期事業概況等） 

第 53 回理事会 

 

2026 年 3 月 17 日 

 

ハイブリッド会議 

（会場、オンライン） 

理事総数 9 名 

定足数 5 名 

理事出席 9 名 

監事出席１名 

＜決議事項＞ 

・2026 年度事業計画書（案）の承認 

・公益目的事業の種類及び内容について 

・2026 年度収支予算書（案）の承認 

・2026 年度資金調達及び設備投資（案）の見

込み 

・「特定費用準備資金等取扱規則」の「公益充

実資金等取扱規則」への改定について  

・「理事会における決議等に関する規程」の改

定について  

・公益目的事業に係る特定費用準備資金等の

公益充実資金への移行および公益充実資金

の保有について  

・事務局長の任免 

＜報告事項＞ 

・代表理事・業務執行理事の職務執行状況 

第 28 回評議員会 

 

2026 年 3 月 17 日 

 

ハイブリッド会議 

評議員総数 10 名 

定足数 6 名 

評議員出席 10 名 

理事出席２名 

監事出席１名 

＜決議事項＞ 

・評議員の選任 

＜報告事項＞ 

・2026 年度事業計画書 

・公益目的事業の種類及び内容について 



（会場、オンライン） ・2026 年度収支予算書 

・2026 年度資金調達及び設備投資の見込み 

・「特定費用準備資金等取扱規則」の「公益充

実資金等取扱規則」への改定について  

・「理事会における決議等に関する規程」の改

定について  

・公益目的事業に係る特定費用準備資金等の

公益充実資金への移行および公益充実資金

の保有について  

・事務局長の任免 

・代表理事・業務執行理事の職務執行状況 

 

２．財団ガバナンスの維持・向上 

法令および定款と財団諸規程との整合性について適正性の確認を継続的に行い、評議員会、

理事会及び会長による適切な機関決定がなされるよう体制整備を行った。 

理事会および評議員会での決議・報告事項については、職員への共有を行い、組織全体での理

解促進とガバナンスの透明性向上を図った。 

さらに、公認会計士監査、監事監査、内部監査を適切に実施するとともに、中長期視点および

日常視点のリスクについて継続的な把握・確認を行い、年度を通じて安定した運営を維持し

た。 

 

３．財団の事業活動を支える制度 

(1)賛助会員制度 

2025 年度は、新規加入 14 件（法人会員 13 社、個人会員 1 名）、退会 44 件（法人会員 37

社、個人会員 7 名）となり、2026 年 3 月末の賛助会員数は、法人会員 357 社、個人会員 33

人となった。 

賛助会員向けには、財団事業のご利用案内を中心としたメールマガジン（月 2 回）の配信

および情報誌「ダイバーシティ 21」（年 4 回）の提供により、継続的な情報発信を行っている

が、これらの取組のみでは会員の維持・拡大には十分とは言えず、賛助会員数は前年度を下回

る結果となった。今後は、より会員ニーズを踏まえた内容や双方向性のある取組の検討が課

題である。 

 

(2)サポーター制度（財団事業紹介制度） 

 サポーター制度については、ハラスメント防止コンサルタント資格保持者とのネットワー

クを活用し、財団サービスの周知および利用促進を図ることを目的として運営してきたが、

制度を通じた 2025 年度の紹介実績は 3 件であった。 

制度開始から 5 年の節目を迎える 2026 年度に向け、制度の存続も含め、サポーターの位置づ



けや役割、運用方法等について全体的な見直しを検討する。 

 

４．受託事業に関するスタンス 

国や地方公共団体からの受託事業については、財団の理念との整合性、業務内容及び事業実

施能力等を踏まえ、応札の是非を適切に判断する方針としている。2025 年度においては、財

団の事業方針や実施体制を総合的に検討した結果、受託事業への応札は行わなかった。 

 

５．運営体制の整備 

(1)PMS（個人情報保護マネジメントシステム）の実践 

プライバシーマーク認定事業者として、提供を受けた個人情報を適切に保護・管理するた

め、年間を通じて PMS（個人情報保護マネジメントシステム）の実践に取り組んだ。内部規

程に基づく運用、関係職員への周知・遵守徹底等を継続的に行い、計画どおり確実な PMS の

実践を図ることで、財団に対する信頼性の維持・向上に努めた。 

 

(2)契約書および請求書の電子化推進 

インボイス制度への対応および電子契約サービスを活用した契約書締結並びに請求書発行

の電子化を推進した。あわせて、請求書発行業務については、事業部から運営企画部へ移管

し、業務フローの整理と役割分担の明確化を行った。 

その結果、請求書発行業務は安定的な運用体制が整い、事務処理の効率化および内部統制の

強化につながった。 

 

(3)デジタル技術を活用した業務プロセスの変革推進 

  公開セミナーにおける受講管理プロセスや、コンサルティング事業・調査研究分野におけ

る生成 AI の活用については、2025 年度は具体的な導入には至らなかったものの、引き続き

検討していく。 

 

(4)新公益法人会計基準改正への準備 

2027 年 4 月 1 日からの新公益法人会計基準への移行に向け、2025 年度は準備段階として、

改正された公益法人制度の内容を踏まえた対応を進めた。具体的には、新会計基準への移行

を見据え、公益充実資金への移行及び関連する規程の整備等を行った。 

 

６．職員の専門性を高め合う風土づくり 

職員の専門性向上を目的として自己研鑽の支援や意見交換の促進を図った。一定の取組は

行われたものの、全体として十分な定着には至らなかったため、今後も引き続き、職員の専門

性向上に向けた環境づくりに取り組んでいく。 

 

以上 


